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新地町における復興まちづくり(防災集団移転促進事業)の状況 
 

株式会社 地域計画連合 
 
１．はじめに 

福島県相馬郡新地町では、平成23年３月11日に発

生した東北地方太平洋沖地震により、震度６強の揺

れと、その直後に発生した大津波により標高10m未

満の区域に浸水し、浸水面積は町の全面積の５分の

１に及ぶ約900haで、約600戸の住宅が全半壊し、Ｊ

Ｒ常磐線の線路が流出、新地駅も全壊した。 

福島県相馬郡新地町は、福島県の北東端に位置し、

国道６号、ＪＲ常磐線(現在は被災により代行バス

が運行中)が町を南北に貫通している。車利用で福 

島市まで65km(80分)、仙台市まで54km(60分)の距離

にある。面積は4,635haで、東西7.2㎞、南北6.5㎞の

ほぼ正方形に近い町域である。東側が太平洋に面し、

中央部に釣師浜漁港、南東端に相馬港、西側は阿武

隈山系の鹿狼山(標高433ｍ)を中心とした森林、そ

の間に農地が広がる海、山、里の自然の豊かな町で

ある。 

被災前の人口は8,387人、世帯数は2,654世帯(住民基

本台帳、H23.3.1)であった。被災後は、人口 8,152人、

世帯数 2,593(同、H23.10.1)となっている。 

①

② 

①被災した新地駅と電車 

②ほぼすべて流された漁港背後の住宅 

■新地町の位置と被災状況 
新地町 
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２．新地町の復興計画の基本的な考え方 

新地町では、町民、議会、学識経験者(長岡技術

科大学上村准教授)からなる委員会の開催、町民ア

ンケートや被災者との懇談会を踏まえ、平成24年１

月に、復興計画(第１次)を策定した。 

復興計画では、Ⅰ命と暮らし最優先のまち、Ⅱ人

の絆を育むまち、Ⅲ自然と共生する海のあるまち、

を基本的視点とし、重点事業として、①住まい再建 

事業、②新地駅まちなか形成事業、③再生可能エネ

ルギー活用事業、④海のあるまち再生事業、⑤低レ

ベル放射性物質の除染事業の５つを推進すること

とした。 

復興土地利用構想としては、ＪＲ常磐線の移設や

海岸部の主要地方道相馬亘理線の嵩上げ・移設等、

下図の①～⑧を主要な考え方とした。 

■新地町復興計画の基本的な考え方 

① 海 岸 堤 防 を
T.P.7.2m で 復
旧 

②常磐線の跡地に、二
線堤として(主)相馬
亘理線を移設、(盛
土高６ｍ程度) 

③線路が流出した
JR常磐線は、山
側の安全な場所
に移設置 

④新地駅は、役場のある既存市街
地付近に移設、周辺は、区画整
理事業＋津波復興拠点整備事
業で宅地を嵩上げして新たな市
街地を形成 

⑥自力再建困難な被災者に公営住宅
等を整備(集団移転団地に戸建て、中
心部に共同住宅)、台湾赤十字寄付
でコレクティブ型の被災高齢者住宅を
整備 

⑧浸水した農地は西
側の堆積土砂の少
ない場所から計画
的に除塩 

⑦沿岸部は、災害危険区
域 を 指 定 し 、 住 宅 を 制
限、防潮林、スポーツ公
園、水産加工施設等に
活用。 

⑤沿岸部の全壊した集落
は、標高10ｍ以上で、
既存集落に近い便利な
場所へ集団移転 
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３．新地町の防災集団移転促進事業 

本稿では、復興計画の重点事業とされた住まい再

建事業として、防災集団移転促進事業、災害公営住

宅の整備に向け、被災者との協議の経過、計画作成

の考え方等を中心に報告する。 

 

①事業化までの経過 

被災後、６月から国交省の復興パターン概略調査

を通じて、被災者のアンケート等を実施、９月から

集落毎の懇談会にて、再建の方向性を協議し、沿岸 

部の集落は移転を基本に検討することとなった。 

被災者の意向確認は、移転促進区域の買取価格等

の条件が明確になった時点でアンケートや個別相

談等を通じて理解を深め、平成23年度３月までに参

加申込みの提出を求め事業規模の見通しを得た。 

一方、移転先の用地取得に関しては、平成23年12

月に候補地の土地所有者の説明会を経て、アンケー

トを実施し、概ね買収の可能な範囲で計画検討を進

めた。 

■新地町防災集団移転事業 事業化までの経過 

  復興への動き 防災集団移転事業の合意形成等 

平成 ３月 ●東日本大震災(3/11)  

23年 ４月   

 ５月   

 ６月 ●国交省復興パターン概略

検討着手 

 

 ７月 ●新地町復興計画策定委

員会(第１回) 

●被災者アンケート（１）（配布497、回収378） 

 ８月   

 ９月 ●「新地町災害危険区域の

指定に関する条例」議決 

●被災集落行政区長ヒヤリング(６集落別、懇談会

の進め方について) 

●地区別復興懇談会(第１回)（６集落別、再建の進

め方等、出席者481名） 

 10月 ●復興構想決定 

（10.13） 

●地区別復興懇談会(第２回)（６集落別、再建の進

め方等、出席者390名） 

●被災者アンケート（２）（懇談会出席者、回答 290

名） 

 11月 ●国交省復興パターン詳細

検討着手 

 

 12月 ●災害危険区域の告示 ●移転先土地所有者との懇談会(４地区別) 

 

平成 

24年 

１月 ● 新 地 町 復 興 計 画 ( 第 一

次)(01.24) 

●移転促進区域の買取価格

等の公表 

●集団移転事業説明会（３集落、住宅再建に関す

る条件等について、390名） 

●被災者アンケート（３）(回答 279名) 

●集団移転に関する個別相談会(260名参加) 

 ２月   

 ３月 ●復興交付金事業計画(第１

回) 

●集団移転に関する説明会 

●集団移転に関する個別相談会(２) 

●事業参加申込（５月中） 

 ４月  ●第１回の団地計画懇談会(4/23～27)参加申込を

集計し、新団地のイメージ図（案）を作成し提案 

 ５月  ●第１回公営住宅入居者懇談会(5/24) 

●第２回の団地計画懇談会（ワークショップ）(5/29

～6/1)、団地の範囲、道路のパターン、団地へ

のアクセス、集会所、公園、共同倉庫等地区共

同施設の配置計画等の協議 

 ６月   

 ７月 ●復興整備協議会により農

地転用、防集事業の同意

(7/27) 

●第２回公営住宅入居者懇談会(7/10) 

●第３回の団地計画懇談会（ワークショップ）

(7/11、12、18～20)、第２回懇談会での意見を反

映し、計画（案）の作成（道路、共同施設の概ね

の内容決定） 

 ８月   

 

構想検討（６～８月） 

被災６集落の再建方針

(現地/移転か、移転の

場合の場所) 

集落毎の再建の方向性

整理（８～12 月） 

被災６集落の再建方針

・沿岸部の被災集落は

集団移転 
・駅周辺の中島は区画
整理で現地再建 

個別の意向に基づいた

事業計画素案の作成（２

～４月） 

集落の再建方針の理解

と 個 別 の 意 向 （ 12 ～ 1

月） 

個々の再建意向を反映

した計画検討 

移転希望者と協議しな

がら団地計画の検討(基

本設計)（５～７月） 

実施設計（８月～） 



市街地再開発 2012 年９月 

- 4 - 

平成24年度からは、集団移転への参加、災害公営

住宅の入居希望申し込みについて、移転先の団地、

必要な宅地の面積、公営住宅の場合は買取希望の有

無や住戸タイプについて、最終的な申し込みの確認

や随時の相談を継続し、概ね５月中にほぼ移転者、

入居者数を固めた。 

同時に、移転団地毎に計画検討のワークショップ

等を開催して、道路、公園、集会所の配置や宅地の

配置について意見交換を進め、団地計画を作成して

いる。 

7月27日には、福島県の復興整備協議会で事業の

同意を得た。９月の協議会では、地域森林計画の変

更、開発許可を得て、実施設計に着手し、平成24

年中の着工を予定している。地区の地形や、面積に

よるが、概ね約１年間の工事の予定である。遅くと

も平成25年中には移転者の住宅建設に着手できる

見込みである。 

 

②被災者と移転者数の状況 

町では、住宅再建の意向把握を継続的に続け、前

述のような需要に応じて事業計画を作成している。

住宅の再建は、沿岸部の埒浜・作田(主に作田東、

西団地へ)、釣師(主に岡、雁小屋団地へ)、大戸浜及

び今泉の一部(主に雁小屋、大戸浜団地へ)移転する。

なお、町では５団地の移転団地造成を計画していた

が、５世帯以上集まって事業への参加を希望するグ

ループの要請で小規模な２団地(富倉(７戸)、雁小屋

西(６戸))を追加することとした。 

災害危険区域に指定した４集落約350世帯は、集

団移転団地への移転が約150戸、災害公営住宅への

入居は約110戸である。 

集団移転と災害公営住宅を整備する５団地は、約

２～５ha程度で、世帯数は約20～100世帯、人口は

約80～290人の新たな集落となる見込みである。 

なお、集団移転等によらないで再建する者が約

100世帯あるが、これらの世帯は町内の自己所有地 

で再建、早く移転したいため中古住宅等を購入した

り、親族の家へ移転する等の意向である。 

 

■集落別の被災状況 

移転促進区域 
集落名 

従前世

帯数(a) 

津波全

壊住宅 

被災住

宅計(b) 

被災割

合(b/a) 面積(ha) 世帯数
備      考 

埒浜・作田 127 71 79 62.2 14.27 68 主に防集（作田東、西へ） 

釣師 144 159 159 110.4 18.30 167 主に防集（岡、雁小屋へ） 

大戸浜 145 101 110 75.9 15.02 104 主に防集（雁小屋、大戸浜へ） 

中島 105 70 80 76.2 - - 区画整理事業を予定 

小川 266 48 79 29.7 - - 一部で小規模住宅地区改良事業を予定

今泉 66 18 26 39.4 2.13 11 一部防集、一部近隣への移転 

その他の集落 1,740 1 65 3.7 - -   

合計 2,593 468 598 23.1 49.72 350   

 
■集団移転等の希望者数（H24.8.上旬時点） 

団地別計 うち集団移転 うち災害公営 

団  地  名 面積(ha) 世帯数 

(世帯) 

人口 

(人) 

世帯数 

(世帯) 

人口 

(人) 

世帯数 

(世帯) 

人口 

(人) 

防災集団移転＋ 作田東地区 1.94 22 83 16 65 6 18

災害公営住宅 作田西地区 3.82 36 118 26 92 10 26

  岡地区 1.85 33 104 18 62 15 42

  雁小屋地区 5.46 88 285 60 209 28 76

  大戸浜地区 2.76 32 82 18 47 14 35

防災集団移転 富倉地区 0.56 7 23 7 23 - - 

  雁小屋西地区 0.56 6 22 6 22 - - 

災害公営住宅 愛宕東団地 0.60 30 56 - - 30 56

  原団地 0.12 6 10 - - 6 10

合計   17.67 260 783 151 475 109 267
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③移転者の状況 

集団移転による新たな団地の世帯類型や年齢構

成について、意向調査から整理する。 

年齢構成は、15歳未満が約11％、65歳以上が約

21％となっており、震災前(町全体)の15歳未満約

13％、65歳以上約27％に対し、高齢化率がやや低く

なっている。これは、高齢のため自立再建等をせず、

親族の家等に移転を希望するケースと推測できる。 

世帯主年齢では、60 歳以上の世帯主が約 50％で

ある。これはこの年齢層が最も多いことや世帯内の

最年長者が世帯主であることから割合が高くなっ

ている。なお、公営住宅入居希望者で比較的若い世

帯主が多いのが特徴である。震災を機に世帯分離を

した場合が推測される。 

世帯のタイプでは、夫婦と子、60 歳以上の夫婦

と子世帯がともに、約 15％で最も多い。これに次

ぐ世帯類型では、自立再建世帯と災害公営住宅入居 

世帯で差が大きく、前者では、２世代以上の夫婦世

帯が 13％と大きく、後者は、単身世帯、夫婦のみ

世帯、親と子の世帯等がそれぞれ約 10％程度とな

っている。公営住宅入居希望世帯のうち、高齢単身

世帯が約８％、高齢夫婦のみ世帯が約 10％、高齢

の親と子の世帯が約 11％である。 

 

４．まとめ 

新地町の集団移転事業は、従前の集落を基本にほ

ぼまとまって移転し、集団移転団地内に災害公営住

宅も整備する予定で、ほぼ従前のコミュニティが継

続される方向にある。これは、生活再建に向け、懇

談会やアンケートを繰り返し、被災者の意向をでき

るだけ反映するように合意形成を進めてきたこと

による。結果として、全地区で同時に合意形成、計

画作成及び事業化手続きが行えたことにもつなが

った。 

 

※ データは、移転希望者及び公営住宅入居の申込み書より集計、被災前の数値は平成 21 年２月 28 日

現在住民基本台帳(新地町全体)による。 

■移転者の年齢構成

■移転世帯の世帯主年齢

■移転世帯の世帯の類型　　（高齢世帯は、世帯主年齢60歳以上とした）
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■防災集団移転事業等位置図 

大戸浜地区 計画図 

雁小屋地区(5.46ha) 

防集 60戸、公営 28戸 

大戸浜地区(2.76ha) 

防集 18戸、公営 14戸

富倉地区(0.60ha)

防集 7戸 

雁小屋西地区(0.56ha) 

防集 6戸 

原団地(0.12ha) 

公営 6戸(一戸建て)

愛宕東団地(0.60ha) 

公営 30戸(RC３階建て)

被災高齢者共同住宅

22戸 ※ 

営

※ 台湾赤十字の寄付を

受けて、高齢者世帯

向けコレクティブ住宅

を整備 

岡地区(1.85ha) 

防集 18戸、公営 15戸 

作田西地区(3.82ha) 

防集 26戸、公営 10戸 

作田東地区(1.94ha) 

防集 16戸、公営 6戸

主要地方道 相馬亘理 

線を嵩上げ移設 

常磐線と新地 

駅の移設 

移転促進区域 

埒浜・作田地区

14.27ha 

移転促進区域

釣師地区 

18.30ha 

移転促進区域

大戸浜地区 

15.02ha 

国道６号

●新地町役場

作田東地区 計画図 

0             50          100m 


